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≪判例研究≫

イギリス最高裁のスコットランド国連児童 
権利条約編入法案等付託事件の紹介と検討

岩 切　 大 地

1　はじめに

本稿は、スコットランド国連児童権利条約編入法案およびスコットラ

ンド欧州地方自治憲章編入法案に関する法務総裁およびスコットランド

法担当法務総裁による付託（以下「本件」）に対して、イギリス最高裁が

2021年10月 6 日に出した判決
（1）

（以下「本判決」または「条約編入法案判

決」と呼ぶ）を紹介・検討するものである。

本判決は、スコットランド議会が全会一致で可決した上記 2 つの法案

のうち 6 か所の規定が、スコットランド議会に与えられた立法権の範囲

を逸脱すると結論付けた。この最高裁判決によって、これらの法案は、

法律として成立するための最終手続である国王の裁可の段階に進めない

こととなった。本判決の後、スコットランド政府は、本件で問題となっ

た 2 つの法案を、必要な修正を加えた上で、スコットランド議会の「再

検討段階（Reconsideration Stage）」に付す考えを示している
（2）

。

さてここで、本件の背景をなすイギリス憲法状況、とりわけ地域に対

する権限移譲と司法権の役割拡大の動向について確認しておきたい。

⑴　スコットランドへの権限移譲

1997年に政権交代を果たした労働党は、そのマニフェスト実施の一環

として、スコットランドおよびウェールズへの権限移譲（devolution）
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を行うべく、スコットランドに対しては、1998年スコットランド法
（Scotland Act 1998、以下「1998年法」）を制定させ、これによりスコッ

トランドに一定の範囲の立法権を有する議会が設置された
（3）

。1998年法は、

議会やスコットランド政府の組織と権限を定めるほか、財政についての

規定等を置いている。

さて、権限移譲後、スコットランドでは2007年から地域政党であるス

コットランド国民党（Scottish National Party）が躍進して政権を獲得し、

スコットランド独立論がにわかに高まった。そこで2014年には独立を問

う国民投票がスコットランド内にて実施された
（4）

。独立の提案は否決され

たものの、この過程を通してスコットランドの自治権は拡大した
（5）

。すな

わち、2016年スコットランド法（Scotland Act 2016）は、1998年法を改

正する内容の法律だが、スコットランド議会が永久に置かれるとする規

定を置き（1998年法63A 条）、イギリス議会がスコットランド議会の権限

事項に対して立法する際にスコットランド議会の承認が必要とする憲法

習律である「シーウェル習律（Sewel Convention）」を法文化し（同28条

8 項）、さらにスコットランド議会の権限を拡大するなどの内容を盛り

込んでいる。

そして2016年のブレグジットである
（6）

。この国民投票で、スコットラン

ドでは反対票が多数となっていた。イギリス政府は、2017年 3 月に EU

離脱の通知を行い、その後 EU 側と離脱交渉に臨みながら、離脱後の
（旧）EU 法の扱いを定めた2018年 EU 離脱法（European Union（With-

drawal）Act 2018）を制定するが、それまでの間に、スコットランドで

は、離脱後にも EU 法を継続させるための「継続法案」（UK Withdrawal 

from the European Union（Legal Continuity）（Scotland）Bill）が可決され

た。この法案をイギリス政府は最高裁に付託したのだが、この法案が最

高裁で審査されている最中にイギリス議会は上記法律を制定したので

あった
（7）

。これは、イギリス政府とスコットランド政府との間の政策上の

対立の一端を示す事例であったと言える
（8）

。
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その他、近年イギリス政府が1998年人権法（Human Rights Act 1998）

の廃止も視野に法改正を検討している一方で（2022年 6 月22日には、人権

法を廃止するための「権利章典法案（Bill of Rights Bill）」が庶民院に提出さ

れた）、反対にスコットランド政府は人権政策に力を入れている。最近

では、2018年12月から設置された「人権リーダーシップに関する国民的

タスクフォース（National Taskforce for Human Rights Leadership）」が

2021年 3 月に報告書を提出し
（9）

、これを受けてスコットランド政府は、各

種国際人権条約をスコットランド法に編入する法案（New Human 

Rights Bill）を提出する意向を示し、その作業のために「人権法案準備

諮問委員会（Human Rights Bill Governance and Engagement Advisory 

Board）」を2021年 9 月に設置した
（10）

。

以上のように、スコットランドとイギリスとの権限をめぐる綱引きは、

第 2 独立国民投票（Indyref 2 ）の可否といった直接的に独立問題をめ

ぐってのみではなく、様々な論点を通じても現れている
（11）

。

⑵　司法権の役割

本件は「人権」と「権限移譲」の分野に関わる問題を提起しているが、

イギリスではまさにこれらの分野において司法権の拡大が顕著に見られ

る。

まず、人権分野に関しては、1997年以降の労働党政権は、欧州人権条

約をイギリス国内に導入するため1998年人権法（Human Rights Act 

1998）を制定した
（12）

。この法律は、欧州人権条約の規定する人権を「条約

上の権利」と位置付け（ 1 条）、公的機関にはこの遵守を法的に求めつ

つ（ 6 条）、法律と人権が衝突する場合には、当該法律の「適合解釈」

により衝突が解消されるべきことを求め（ 3 条）、またこの解釈が不可

能な場合には、裁判所に「不適合宣言」を行うこと可能にしている（ 4

条）。これらの規定により、裁判所はまず法律の人権適合性を審査した

上で、法文に対して一定限度で操作を行うことができ、また法律の効果
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には影響を与えないものであるものの、不適合宣言を通して法律の人権

不適合性を司法的に確認することができるようになった
（13）

。法律と司法執

行的な人権規範とをこのように調整することが、イギリス憲法原則たる

議会主権原則に適合的な方法である、というのが確立した説明である。

しかし、保守党は長らく人権法の廃止を主張していたところ、2019年

の総選挙後、この政策を実行に移した。2021年には、人権法を廃止し新

たな権利章典を制定することについての検討委員会が立ち上げられ、

2021年12月にその報告書（『人権法独立検討作業報告書』）が公表されると

同時に、政府改正案も公表され、これについての一般諮問が始まり
（14）

、

2022年～23年会期ではその法案が提出されることが予告されている
（15）

（そ

して前述の通り、権利章典法案が 6 月22日に提出された）。このような政治

的な動きの動機となっているのは、司法権が拡大しすぎているとする疑

念である
（16）

。実際に、新たな法案では、裁判所による利益衡量や適合解釈

の余地を大幅に制限するものとなっている。

他方で、人権法という議会制定法に依拠した司法の積極化とは別に、

裁判所がコモンローを根拠に積極的な姿勢を示す例も、人権法廃止論が

語られるようになって以来増加していることが指摘されている
（17）

。すなわ

ち、「合法性の原則（principle of legality）」と呼ばれる、議会は明示的な

文言なしには、法律の規定は重要な権利や原則を制限しないものと推定

される、とする解釈準則を用いることによって、実質的な違憲審査と権

利救済を行っている。さらには、傍論という形ではあるが、憲法的な基

本原則に反する法律の規定は、裁判所による無効の宣言または不適用に

服する可能性があるという警告が述べられる例もある。

また、権限移譲の文脈における司法の役割の増大も見逃せない。権限

移譲により設置された議会の立法権には限界が設定されており、この権

限範囲を逸脱する規定は「法ではない」とされている。スコットランド

に関しては1998年法29条 1 項、ウェールズに関しては2006年ウェールズ

統治法（Government of Wales Act 2006）108A 条 1 項、北アイルランド
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に関しては1998年北アイルランド法（Northern Ireland Act 1998） 6 条 1

項がその規定である。そしてある地域議会の制定法がこの範囲を逸脱し

ているかどうかは裁判所によって判定される。しかも、問題となる規定

の法案段階でイギリス政府または権限移譲政府から最高裁に付託する手

続や、法律制定後にも「権限移譲問題（devolution issue）」について両政

府からの付託手続という抽象的審査の制度が設けられており、その他に

も個別の訴訟における「権限移譲問題」について原則として最高裁まで

争うことができることとされている（1998年法では附則 6 ）。さらに、権

限逸脱が認定された場合、裁判所はスコットランド議会制定法の無効が

確認することができるほか、その確認判決の猶予や遡及効の排除を決定

することもできる（1998年法では102条）。

以上は、イギリス司法権を取り巻く状況の一部にすぎないが、ここに

表れているのは、依然として議会主権原則が妥当している中で、その枠

組みを揺り動かすことを司法に求める憲法的環境の存在であるようにも

思われる
（18）

。

2　事案の概要

上述の通り、本判決では、スコットランド議会が2021年 3 月に可決し

た 2 つの法案が審査された。第 1 の法案は、スコットランド国連児童権

利条約編入法案（United Nations Convention on the Rights of the Child（In-

corporation）（Scotland）Bill）（以下「児童権利条約法案」）であり、第 2 は

スコットランド欧州地方自治憲章編入法案（European Charter on Local 

Self-government（Incorporation）（Scotland）Bill）（以下「地方自治憲章法

案」）である。本件は、これら 2 つの法案のうち 6 か所が、スコットラ

ンド議会に移譲された（devolved）権限の範囲内にあるかどうかについ

て、所定の手続に従い、法案の裁可手続に先立って、法務総裁等により

最高裁判所に付託された事件に対する司法判断である。なお、本件には
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ウェールズ政府からウェールズ法務総裁（Counsel General for Wales）も

参加している。最高裁は、2021年 6 月28日および29日の口頭審理を経て、

同10月 6 日に判決を行い、提起されたすべての争点について、権限の範

囲を超えると判断した。以下で、この争点の背景と内容を確認する。

⑴　1998年スコットランド法とスコットランド議会の立法権限

1998年スコットランド法は、スコットランドへの権限移譲の基本法と

なる法律である。その中では、スコットランド議会の設置やその立法権

限の範囲のほか、立法権限を逸脱する法律に対する司法審査が規定され

ており、立法権限を逸脱する規定は「法ではない（not law）」（29条 1

項）とされている
（19）

。

具体的には、スコットランド議会は「スコットランド議会法律（Acts 

of the Scottish Parliament）」を制定することができ（28条 1 項）、その制

定は議会が法案を可決し、国王の裁可があった場合に成立するものとす

る（同 2 項）。ただし、スコットランド議会の立法が有効なのは、その

規定が移譲された立法権限内にある場合に限られ、立法権限の範囲外の

ものは、上述の通り「法ではない」（29条 1 項）。立法権限の範囲外とさ

れるのは、問題となる規定がスコットランド外を適用対象とし（29条 2

項 a 号）、イギリス議会の「保留事項（reserved matter）」に関係し（同 b

号）、同法附則 4 に違反し（同 c 号）、欧州人権条約を侵害し、または同

法30A 条による制限に違反し（同 d 号）、またはスコットランド法務総

裁（Lord Advocate）を刑事訴追の長から外すものである場合（同 e 号）

とされる。

これらのうち、30A 条は、スコットランド議会は「保持された EU

法（retained EU law）」を修正することはできないと規定した条文であ

る。また、上記の「留保事項」に含まれる項目は、同法附則 5 に列挙さ

れている。そして附則 4 は、スコットランド議会制定法が「修正（modi-

fy）」することのできない規定を列挙しており、その中には1998年法自
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体が含まれている（ただし一定の規定がその例外とされている）。本件にも

関連する附則 4 第 4 条 1 項は次の通りである。「スコットランド議会法

律は、本法を、修正すること（modify）、または二次立法により修正す

るための権限を付与することができない。」

スコットランド議会制定法が修正することのできない1998年法の規定

には、同28条 7 項も含まれる。この条文は、「この条文の規定は、イギ

リス議会がスコットランドに対して立法を行う権限に影響するものでは

ない（This section does not affect the power of the Parliament of the Unit-

ed Kingdom to make laws for Scotland）」と規定している。本件ではまさ

にこの規定の解釈が争われるのであるが、争いのない限度でこの規定の

意味を確認するならば、ここには、1998年法における権限移譲の基本的

な考え方が表れているといえる。すなわち、スコットランド議会には一

定の範囲での立法権（一次立法である法律（Act）の制定権）が付与され

るものの、イギリス議会の立法権は維持されており、スコットランド議

会はイギリス議会の立法権を制限できない。したがって、たとえばス

コットランド議会は、その立法権限の範囲内の事項に対してであれば、

既存のイギリス議会制定法を修正することができるが（どちらも一次立

法権であり、後法は前法に優先する）、イギリス議会はスコットランド議

会の立法権限事項に対してもなおも立法権を有しているため、いつでも

どのような内容であれスコットランド議会の立法権限に係る法律を制定

することができる
（20）

。

なお前述の通り、スコットランド議会制定法の有効性は、事前または

事後に司法によって判定される。本件でも用いられている事前手続は次

の通りである。法案がスコットランド議会の立法権限を逸脱しているか

どうかについて、イギリス政府スコットランド法担当法務総裁（Advo-

cate General）、スコットランド政府法務総裁（Lord Advocate）、または

イギリス政府法務総裁（Attorney General）は、最高裁に法案を付託す

ることができ（33条）、最高裁が権限逸脱を認めた場合は、当該法案は
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裁可を得るための手続に進めなくなる（32条）。この手続は「33条付

託」と呼ばれる。

その他、スコットランド議会制定法が立法権限内に留まるようにする

ための法案段階での制度としては、法案提出者やスコットランド議会議

長が法案審査において立法権限範囲内であることの声明を行うことが定

められており（31条）、また裁判所は、審査対象のスコットランド法律

が権限を逸脱するように読まれ得る場合には、「立法権限の範囲内にと

どまるために必要となる程度に、それが可能な限り、狭く解釈」するこ

とが求められている（101条）。

⑵　児童権利条約法案

2014年スコットランド青少年法（Children and Young People（Scot-

land）Act 2014（asp 8 ）） 1 条は、スコットランド政府に対し、 3 年ご

とに、児童権利条約の履行状況についての報告と今後の実施計画を議会

に提示することを求めている。この実施計画の一環として、政府におい

て児童権利条約の編入が検討されてきたが
（21）

、2019年11月20日、児童権利

条約30周年に合わせて、政府はその編入のための法案を提出することを

正式に発表した。その後、児童権利条約法案は2020年 9 月 1 日にスコッ

トランド議会に提出され、2021年 3 月16日に、全会一致で可決した
（22）

。

本法案のうち本件で問題となった内容は、次のようなものである
（23）

。ま

ず、条約の規定する権利または義務を「条約上の要請（UNCRC require-

ments）」と位置付け（ 1 条）、公的機関がこれに違反することを違法と

する（ 6 条）。そして個人は公的機関の違法な行為につき訴訟を提起す

ることができ（ 7 条）、裁判所は適切と考える救済を与えることができ

る（ 8 条）。

なお、 6 条において、責任を負う公的機関が、どのような分野で行為

したかは問われていない。すなわち、公的機関が法律を執行する場合、

その分野はスコットランド議会の権限範囲の事項であることもあれば、
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イギリス議会の留保事項であることもあり得るが、法案 6 条にはその区

別が存在しない。このことについて、スコットランド政府は、児童権利

条約を最大限実施するための方法（最大限アプローチ（maximalist ap-

proach））の手法であると説明しており、スコットランド議会の権限範

囲内であるかどうかは、事後的・個別的に判定するものと説明されてい

る
（24）

。

次に、法律と条約上の要請の関係については、まず、本法案が成立し

て以降、スコットランド議会において法案の提出者はその条約との適合

性について議会で説明しなければならない（18条）。

そして、法律と条約上の要請が抵触した場合の規定がこれ以降に続く。

まず、問題となっている法律は条約に適合的に「読まれ、および効果を

与えられ」なければならないが（19条 1 項）、対象となる法律には、ス

コットランド議会制定法（19条 2 項 a 号（i））のほか、スコットランド

議会の立法範囲に係るイギリス議会制定法（19条 2 項 a 号（ii））も含ま

れ、これらがどの時点で制定されたかは問わない。ちなみにこの規定は、

上述の人権法 3 条の適合解釈をモデルにした規定である。

次に、本法案の制定以前に効力を持つ立法で、条約上の要請に抵触す

るものに対して、裁判所はその無効を宣言できるとされ（20条 1 項）、

「無効宣言（strike down declarators）」と呼ばれるこの宣言は将来的に

のみ効果を持つとされているのであるが（同 4 項）、対象となる法律に

は、スコットランド議会制定法（同10項 a 号（i））のほか、スコットラ

ンド議会の立法範囲に係るイギリス議会制定法（同10項 a 号（ii））も含

まれる。

そして、条約上の要請と抵触する立法が、本法案の施行後のものであ

る場合には、裁判所は不適合宣言（incompatibility declarators）を発出す

ることができるとされ（21条 2 項）、この宣言は対象となる立法の効力

に影響しないとされているが（同 4 項）、対象となる法律には、スコッ

トランド議会制定法（同 5 項 b 号（i））のほか、スコットランド議会の
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立法範囲に係るイギリス議会制定法（同 5 項 b 号（ii））も含まれるとさ

れる。ちなみにこれは、人権法 4 条の不適合宣言制度をモデルにしたも

のである。

このような児童権利条約法案について、イギリス政府スコットランド

法担当法務総裁とイギリス政府法務総裁が最高裁に付託した。争点は次

の 4 点である。①法案19条 2 項 a 号（ii）は1998年法28条 7 項を修正す

るものであり、立法権限を逸脱しているか、②法案20条10項 a 号（ii）

は同様に逸脱しているか、③法案21条 5 項 b 号（ii）は同様に逸脱して

いるか、④法案 6 条は保留事項に関係するため立法権限を逸脱している

か。すなわち、争点①～③では、イギリス議会制定法に関して裁判所に

一定の処理（適合解釈、無効宣言、不適合宣言）を行う権限を付与するこ

との是非が問われている。また争点④では、スコットランド議会の立法

事項に係る事項であれそうでない事項であれ、公的機関の一切の行為に

対して条約上の要請を課すことで、イギリス議会の留保事項の立法に影

響を与えることになり、かつ 6 条をスコットランド議会の権限内に限定

解釈することも不可能であるかどうかが問われている。

⑶　地方自治憲章法案

地方自治憲章法案は、スコットランド地方自治体会議（Convention of 

Scottish Local Authorities, COSLA）の支援を受けたワイトマン議員
（Andy Wightman MSP）による議員立法として出発したが、その後ス

コットランド政府の支持を得て、2021年 3 月23日にスコットランド議会

の全会一致で可決した
（25）

。その内容は、欧州地方自治憲章のうち一部の規

定について、スコットランド大臣にその遵守を義務付けるとともに、同

憲章に違反する法律について、裁判所に対して一定の権限を付与するも

のである
（26）

。本法案に関する争点は、裁判所に付与されたこれら権限をめ

ぐるものである。

すなわち、争点⑤は、スコットランド議会の立法権限に係る一切の法



立正法学論集第 56 巻第 1 号（2022） 　　（11）148

律について、憲章に適合するよう解釈する権限を裁判所に付与する規定
（法案 4 条 1 A 項）が1998年法28条 7 項に違反しており、かつこの規定

を1998年法101条による限定解釈が不可能か否かである。そして争点⑥

は、スコットランド議会の立法権限に係る一切の法律で、憲章に適合し

ないものに対して、裁判所が、法的な効果に影響をもたらさない不適合

宣言を発出する権限を付与する規定（法案 5 条）が、1998年法28条 7 項

に違反し、かつ1998年法101条による限定解釈が不可能か否か、である。

これはそれぞれ、上記の争点①および③と本質的には同じ内容である。

3　判　旨

本件は、リード長官（Lord Reed, President）、ホッジ副長官（Lord 

Hodge, Deputy President）、ロイド＝ジョーンズ裁判官（Lord Lloyd-

Jones）、セイルズ裁判官（Lord Sales）、スティーヴンス裁判官（Lord 

Stevens）の 5 名の裁判官からなるパネルにより判断された。リード長

官が以下のような判示を行い、その他裁判官がすべてこれに同意してい

る。なお、以下で判旨を紹介する本文における丸カッコ内の数字は、判

決文のパラグラフ番号である。

⑴　1998年法の解釈

まず1998年法の解釈は、2018年の継続法案判決で示された通りである
（27）

。

すなわち、スコットランド議会は、スコットランドのために立法する委

任を得た、民主的に選挙された立法府であり、一定の範囲内で完全な立

法権（plenary powers within the limits of its legislative competence）を有

するが、「議会における国王」の主権を有しておらず、その権限の範囲

は1998年法29条、附則 4 および附則 5 に示されており、これは司法的に

執行される。そしてまた、1998年法28条 7 項において、イギリス議会は

スコットランドに対して立法する無限の権限（unlimited power）を有し
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ており、このことをスコットランド議会は修正できない。スコットラン

ド議会の権限を確定する1998年法のこれら規定を解釈する上では、ス

コットランド議会が安定して行動できるようにするために予測可能性を

維持する必要があるため、「使用された文言の通常の意味に沿って」解

釈されなければならない（ 7 ）。

また1998年法附則 4 第 4 条 1 項は、「スコットランド議会は本法を修

正できない」旨規定するが、ここにいう「修正」とは、やはり継続法案

事件で示されたように、明示的文言によるもののみならず、黙示的な修

正や部分的な不適用ないし廃止も含む（11）。

⑵　争点①

争点①に関しては、法案19条 2 項の下で裁判所が行うことになる適合

解釈は、本法案にかかる法案説明書（Explanatory Note）でも、ガイダ

ン判決
（28）

に言及して人権法 3 条の人権条約適合解釈と同様のものとされて

おり、本件でもスコットランド政府はそのように主張している。そして

人権法 3 条の適合解釈は、「当該立法を行った議会意図と衝突するよう

な意味および効果」を与えるものというのが判例の解釈である（26）。

そこで問題は、裁判所がこのような解釈を取るべきことを、スコット

ランド議会がイギリス議会制定法について決定する権限を有するかどう

かである。スコットランド政府側は、法案19条 2 項は、解釈の対象とな

る立法の効果それ自体を変更していないと主張するが、それは程度問題

である。「議会の制定した立法の意味と効果を修正するよう裁判所に求

める規定は、明らかにその立法権に対して制限を置いている」。した

がって、法案19条は、実質的に1998年法28条 7 項を黙示的に修正してい

ることになる（28）。

これに対し、スコットランド政府側は、法案19条が制定されたとして

もイギリス議会はその後にいつでもこれを廃止できるのであって、イギ

リス議会の立法権は制限されていないと主張するのに対しては、イギリ
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ス議会がまさにそのような立法を行わなければ立法の効果が影響するこ

とになるのであるから、1998年法28条 7 項の修正に該当するとする継続

法案事件の判旨が妥当する（29）。

またスコットランド政府側からは、スコットランド議会はそもそも自

らの権限事項の内部であれば条約不適合な規定を修正することができる

のであり、それならばそのような修正を他の機関に行わせることもでき

るはずだと主張するが、イギリス議会制定法を裁判所といった議会以外

の機関の意思に服させることはできない（30）。

その他、スコットランド政府側は、児童権利条約法案が全会一致で可

決されたことや、児童権利条約の重要性を指摘するが、これらは法的問

題には影響しない（31～32）。また、ウェールズの2011年法律による児

童権利条約の実施は限定的なものであり
（29）

、今回の法案と比較にならない
（33）。

さらに、ウェールズ政府側は、問題の規定はどちらにしても裁判所が

立法解釈で行うアプローチを表現しただけであると主張するが、これは

当たらない。人権法 3 条における法解釈と、国内編入されていない条約

の法解釈における考慮とには、大きな差がある（34）。

なお、スコットランド政府側は、法案19条から21条が権限範囲外であ

る場合には、これらは1998年法101条による限定解釈によっても解消で

きないことであることを認めている（35）。したがって、法案19条 2 項

a 号（ii）は1998年法28条 7 項の修正に当たる（36）。

⑶　争点②

争点②については、そもそも裁判所が法律を無効と宣言できるとする

規定が「一見して、議会の「無制限の立法権」への明白な制限」に該当

する（40）。スコットランド政府側は、法案20条はスコットランド議会

の権限内における過去の立法のみを対象とするものであって、1998年法

がイギリス議会の立法権として留保するのは、将来の立法についてのも
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のであり、1998年法28条 7 項は過去の法体系を保護するものではないと

主張するが（41）、このような狭い解釈は採用できない。そもそも、「そ

れぞれの後続議会は、先行議会の立法の体系を引き継いでいる」のであ

り、議会は新たな立法を行うことも、既存の法律を継続させることもで

きる。したがって、イギリス議会は、過去の立法の存続を承認すること

で、スコットランドに対して立法を行っていると言えるのである。法案

20条は、既存立法の存続を許容するイギリス議会の立法権を制限し、ま

た裁判所の判断後に再立法するか判決を受容するか求められるため、イ

ギリス議会の立法権は影響を受ける（42）。

また、もしスコットランド議会がこのような立法を行えるのであれば、

このような法律を毎年制定することで、裁判所があらゆる法律に対して

無効と判断しうる状態を作ることができる（43）。

さらに、確かにスコットランド議会は、権限の範囲内であればイギリ

ス議会の立法を修正できるはずであるが、「しかし、スコットランド議

会がイギリス議会制定法を改正できる権限を持つということが、改正さ

れていない法律を無効とすることを裁判所に許可する権限を持つという

ことにはつながらない」（44）。施行中のイギリス法律の効果を裁判所の

判断の下に従属させることは、イギリス議会のスコットランドに対する

立法権に「影響する」ことに該当する（45）。したがって、法案20条は

1998年法28条 7 項の修正に当たる（46）。

⑷　争点③

争点③について、議会主権原則の下での通常のルールは、裁判所はイ

ギリス議会制定法を非難しまたは問題にできないというものである。

ホープ裁判官が AXA 事件
（30）

で述べたように、「伝統的な見解によれば、

主権的議会は、主権原則のゆえに、司法的審査から免れている。」人権

法 4 条は、イギリス議会が自ら主権を制限した例である。スコットラン

ド議会はイギリス議会の主権を制限できない。イギリス議会の主権は、
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1998年法において、28条 7 項を含めた多くの条文によって保護されてい

る（50）。

裁判所が行えるのは法的効果のない宣言に過ぎずイギリス法律の効力

に影響しないと主張されているが、しかしこの宣言は、1998年法28条 7

項がいうところの「イギリス議会のスコットランドへの立法権に影響」

することになる可能性を排除できない（51）。すなわち、第 1 に、法案

21条に基づく裁判所の宣言により、イギリス議会は裁判所の非難を避け

るようになるため、イギリス議会の立法権は影響を受ける（52）。第 2

に、不適合な法律を執行する公務員は訴追の可能性を負うため、法律か

ら実際上の効果が失われる（53）。第 3 に、不適合の宣言はスコットラ

ンドの大臣による救済的法律改正を導くのであり、これによりイギリス

議会の立法権は、裁判所とスコットランド大臣の下に条件付けられるこ

とになる（54）。したがって、法案21条は1998年法28条 7 項の修正に当

たる（55）。

⑸　争点④

争点④について、まず、「最大限アプローチ」を採用する法案 6 条に

ついては、そもそもこれがスコットランド議会の権限を逸脱することは

当初から想定されているのであり、そのような起草技術も権限を逸脱し

ている（62）。

それでは、法案 6 条を、1998年法101条を通じて縮小的に解釈するこ

とができるか。これについては、1998年法101条は人権法 3 条とは根本

的に異なり、問題となっているスコットランド議会制定法の法文テクス

トに焦点を当てながら、これを狭く解釈することに限定されている

（71）。

101条が大幅な解釈を取らないことには 2 つの根拠があり、第 1 にス

コットランド議会において法案が権限範囲内であることを確保するため

の複数の事前審査システムが存在するが、101条を活用されるとなれば
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これらの事前審査システムはすべて不要になる。また第 2 に、スコット

ランド議会も法の支配という文脈の中に置かれているが、法の支配には

法的安定性も含まれており、法案 6 条はこれに反する。法でもないもの

を制定し、後日に個別事例において裁判所に事案ごとに判断させるとい

うやり方は、101条が想定したものではない（73～77）。

⑹　争点⑤および⑥

欧州地方自治憲章編入法案に関する争点⑤および⑥については、それ

ぞれ児童権利条約法案19条および21条に関して示した判断が妥当する

（81～89）。

4　若干の検討

⑴　判決の概要

本判決は以上のように述べ、争点すべてについて、1998年法違反を認

定した。争点④を除けば、この結論の趣旨は、問題となった条項はすべ

て、イギリス議会の立法権を制限するものであるため、「本条は、イギ

リス議会がスコットランドに立法する権限に影響するものではない」と

する1998年法28条 7 項を修正することに該当し、したがって1998年法28

条 7 項などの修正はできないとした同法附則 4 第 1 条 1 項に該当し、同

法29条 2 項 c 号に基づき、スコットランド議会の立法権を逸脱している、

という判断に基づくものである。

争点④以外について本判決のポイントを振り返っておくと、次のよう

になる。まず、適合解釈型の規定について（争点①、⑤）は、イギリス

法律の修正を裁判所に許可することが、換言すればイギリス法律の効果

を裁判所の判断の下に置くことが、イギリス議会の立法権を制限するこ

とになるため、違法とされた。次に過去立法無効型の規定について（争

点②）は、過去の立法を存続させることもイギリス議会の立法権に含ま
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れるという理由で、これにつき裁判所に無効と判断する許可を与えるこ

とが、イギリス議会の立法権に影響するものであるため、違法とされた。

そして、不適合宣言型の規定について（争点③、⑥）は、イギリス法律

に対して裁判所が批判することは、「イギリス議会の立法権への影響」

に該当するため違法であるとされた（なお、争点③ではその他、公的機関

の行為が違法とされる他の条文と相まって、イギリス法律の効果を実際上制

限することや、不適合宣言後にスコットランド政府の委任立法による修正に

服することが根拠として挙げられているが、これらは必ずしも不適合宣言制

度それ自体の固有の問題ではないと整理することができる）。

争点④については、問題の規定を権限移譲事項の範囲内に限定する解

釈について示した指針が注目される。すなわち、スコットランド議会も

法の支配原理に拘束されるとしつつ、法の支配原理の意味として予見可

能性・法的安定性という形式的な要請に注目し、いわば「合法性の原

則」の手法を使うことで、1998年法101条に基づく限定解釈の可動範囲

を制限した
（31）

。

⑵　適合解釈や不適合宣言に関する判断について

本判決に対するエリオットとキルフォードの評釈をここで確認してお

きたい
（32）

。この評釈は、上記の争点①～④に焦点を当てながら、本判決の

特徴を、第 1 に1998年法附則 4 第 4 条 1 項にいう「修正」を広範に読ん

だこと、第 2 に議会主権原則とは異なるものとしてのイギリス議会の

「無制限の権限」を1998年法28条 7 項に読み込んだこと、そして第 3 に

1998年人権法の意味を大げさに解したこと、といった 3 点が相乗効果を

なすことで、スコットランドへの権限移譲を不必要に狭くしたことにあ

ると見ている。

本稿は、以上の指摘を踏まえつつ、本件が副次的に述べた、人権法 3

条の適合解釈や人権法 4 条の不適合宣言の性質について着目したい。

確かに本判決は、人権法 3 条の適合解釈のような解釈手法の特徴を、
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それが「議会意図に衝突するような意味と効果」を与えることを裁判所

に許可するものである点にあるとし、また人権法 4 条のような裁判所の

宣言は、法律を非難することを伴うため議会主権原則への制約に該当す

るとした。

適合解釈をこのように性格付けることは、前記「 1 （ 2 ）」でも言及

した『人権法独立検討作業報告書』（2021年）でも採用された見解と同

じではある
（33）

。このような理解には、いわば適合解釈制度についての裁判

所による弁明のような要素があり、すなわち、人権規範を根拠とした積

極的な解釈は、あくまで人権法を制定した議会の命令によるものであり、

司法の創造的な活動の結果ではない、というわけである。

他方で、この理解にはいくつか注意が必要である。第 1 に、この理解

の背後には、議会意思なるものは文理的に現れるものであり、それは忠

実に実現されなければならないという考え方があると考えられるのだが、

そもそもイギリス司法も文理解釈だけを行っているわけではないほか、

この理解自体が特定の司法観を前提としたものである。第 2 に、適合解

釈の性質については、あくまで法解釈の一種であるという考え方の流れ

も判例中に見られるところであって
（34）

、これを司法の固有の権限に引き付

けて考えることも可能である。前述の『人権法独立検討作業報告書』も、

判例において適合解釈は、解釈の対象となる法律の「木目（grain）」に

沿う範囲でのみ行われていると強調し、これを擁護していた。

ともかく、本判決は、適合解釈を「立法の修正」と位置付けたのであ

るが、そうであるとすると、今度は次の 2 点の疑問が生じる。第 1 に、

法の修正としての適合解釈の実施を決定しているのはスコットランド議

会であるところ、スコットランド議会は権限範囲内でイギリス議会制定

法を改正できるのが権限移譲の趣旨である。なぜ今回の規定が問題なの

かが説明されていない
（35）

。そして第 2 に、議会ではない他の機関による法

の修正が問題だというのが判例の趣旨だとするならば、スコットランド

議会はすでに、スコットランド大臣に対して、イギリス議会制定法を含
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めた権限範囲内の法律の修正を委任する立法（ヘンリ 8 世条項）を制定

しており、それが問題視されていないこととどのように両立するのか明

らかではない
（36）

。

次に、不適合宣言について本判決が示した見解は、まさに人権法 4 条

が議会主権原則に反しない理由と従来述べられてきた考え方と、正面か

ら衝突するものである
（37）

。そもそも、議会主権原則は、議会に対する批判

などの政治的制約と両立するものとされてきたはずである
（38）

。特に、本判

決が、裁判所による宣言の公式な発出を問題視したのではなく、そもそ

も裁判所がイギリス法律を外的に評価すること自体を問題視しているこ

とは、注目に値しよう。しかも、議会に対して司法が疑問とすることも

主権原理に反するとする根拠として本判決が挙げた AXA 判決では、そ

もそも、スコットランド議会制定法がコモンローの司法審査準則のうち

合法性の審査、すなわち実体審査に服するかどうかが検討される中で触

れられたのであり
（39）

、本件での争点とは文脈が異なるように思われる。

以上のように、争点①および③に関して本判決が示した、適合解釈や

不適合宣言についての評価を見ると、エリオットらが本判決について述

べる「人権法の大げさな捉え方」という批判は、十分妥当するように思

われる。このような人権法の位置付けには、人権法や司法権の拡大に懐

疑的な、しばしば政治的な文脈をも伴う批判論にも通ずるものがあり
（40）

、

エリオットらが本判決をもって「人権法批判者に無根拠な批判材料を与

えた」と評することにも理由があろう
（41）

。

他方で、別の見方の可能性も、エリオットらの批評から見出すことが

できる。すなわち、本判決において、スコットランド議会制定法による

人権法類似の手法の導入の合法性が評価されたのは、議会主権原則に照

らしてではなく、それとは別物とされる、1998年法28条 7 項が規定する

ものとしての「無制限の立法権」である、という理解である。この考え

方を敷衍すれば、適合解釈や不適合宣言といった手法に内在する違憲審

査的な要素は、議会主権原則よりも強い「無制限の立法権」を背景に置
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くことで、一層際立つことになる。換言すれば、1998年法28条 7 項を、

単なる確認規定としてではなく実質的でよりぶ厚いイギリス議会の権限

を保留する規定と読むことによって
（42）

、違憲審査制といった憲法事項
（1998年法附則 5 が規定する「保留事項」の筆頭には、「憲法」というタイト

ルの下、「クラウン」「連合」「イギリス議会」などが挙げられているが、それ

に類する隠れた項目としての「違憲審査制」）をスコットランド議会に移譲

しない、という解釈が、本判決の背後にあったのではないだろうか。

なお本判決は、スコットランド議会が、自ら制定した法律について適

合解釈を、過去に自ら制定した法律に対して立法無効宣言を、そして将

来自ら制定する法律について不適合宣言を導入することについては、判

断していない
（43）

。

⑶　結びにかえて

もっとも、なぜ本判決が1998年法28条 7 項について、このような拡張

的な解釈をしたのかについて、本判決中に理由は示されていない。1998

年法全体は通常の意味によって解釈されなければならないとする割には、

1998年法28条 7 項の「影響」や同附則 4 第 4 条 1 項の「修正」について

拡張的判決を示したことの整合性に疑問が残るほか
（44）

、そもそも憲法的制

定法は「寛大かつ目的的に」解釈されなければならないとするロビンソ

ン判決
（45）

などとの整合性も問題になろう
（46）

。

なお、争点②において、過去の法律の存続も現在の議会の意思による

とする旨の判示があったことも興味深い。このような見方は、個々の議

会における無制限な立法権という議会主権原則の意味を越えて、より抽

象的な、議会制定法全体系に内在する法理念の優位性という意味での、

より高次のものとしての議会主権原則という考え方に発展する契機を持

つようにも思われる。近年の判例に関しては、議会主権原則の実質化と、

それに伴う司法権の拡大の傾向が指摘されている
（47）

。本判決もその一例と

位置付けることができるのか
（48）

、それともこの判示もはやり1998年法28条



立正法学論集第 56 巻第 1 号（2022） 　　（21）138

7 項を「無制限の立法権」を規定するものとする解釈の結果に留まるの

かは、今後のイギリス司法部による「憲法裁判」のあり方を見る上で重

要になると思われる。
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